
　2019/20年度（2019年10月～2020年 9月）の実質GDP成長率は、新型コロナウイルス
感染症拡大により前年度より減速したものの、3.2％とプラス成長を維持した。2020年の貿易
は、主力の鉱物性燃料や衣類の輸出が減少し、貿易赤字が拡大した。2020/21年度（2020年
10月～2021年 9月）の対内直接投資（認可額、ティラワSEZを除く）は、前年度比22.3％
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権力掌握（以下、政変）などの影響により、前年度を下回った。11月現在、新型コロナの感染
は落ち着きをみせ、街中も徐々に賑わいが戻りつつあるものの、ビジネスを取り巻く課題は引
き続き多く、早期の政治・経済情勢の正常化が求められる。

■2020/21年度は世界的な景気後退の中、プラス成長を維持
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　11月現在、感染は落ち着きをみせ、街中も徐々に賑わいが戻りつつあるものの、米国ドルおよび

ミャンマー・チャットの流動性の著しい低下など、ビジネスを取り巻く課題は引き続き多く、早期の

政治・経済情勢の正常化が求められる。

■輸出入額ともに前年を下回り、貿易赤字は拡大
　2020年の輸出額は前年比6.5％減の169億2,900万ドル、輸入は3.5％減の179億6,400万ドルだった。輸

出で主力の鉱物性燃料や衣類の減少が響き、貿易赤字は前年の 5 億500万ドルから10億3,500万ドルに

拡大した。
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海外調査部・ヤンゴン事務所

ミャンマー

■実質GDP成長率は29年ぶりの低水準
　国家統計局によると、2019年の名目GDP（国内総生産）は99兆865億元、実質GDP成長率は6.1％で、
1990年以来29年ぶりの低水準となった。国家統計局は2019年の経済について、前年から続く米中摩擦
や政府の金融リスクの防止策（デレバレッジ）など一連の経済構造改革などの影響でインフラ投資が

低水準にとどまったことなどを挙げ、経済の下
押し圧力が依然大きいとの認識を示した。一方、
実質GDP成長率が年度目標の6.0～6.5％前後を
達成したことや、都市部調査失業率が年度目標
の5.5％前後を下回る5.2％となったことなどを
挙げ、マクロ経済の主要指標が全て目標を達成、
経済は安定的に成長したとの認識を示した。

■消費、投資ともに伸びが鈍化
　国家統計局が発表した2019年の主要経済指標をみると年度計画の目標値は達成したものの、前年比
では減速傾向が目立った。
　投資（固定資産投資総額）は前年比5.4％増で、伸びが前年から0.5ポイント縮小した。うちインフ
ラ投資は3.8％増と前年と同様の水準にとどまった。政府主導のインフラ投資拡大策がとられ、それ
を速やかに実施するための地方債の前倒し発行がなされたが、前年から続く債務管理やプロジェクト
審査の厳格化により、投資が十分に加速しなかった。民間投資は、米中摩擦の長期化による不確実性
の高まりなどを受け、4.7％増（4.0ポイント縮小）という低水準にとどまった。不動産投資は、政府
が住宅投機を許容しない姿勢を維持していることも背景に、9.9％増（0.4ポイント拡大）にとどまった。
　消費（社会消費品小売総額）は、1人当たり平均可処分所得（実質）の伸びが縮小（前年から0.7ポ

表1　中国の需要項目別実質GDP成長率
（単位：％）

2018年 2019年
2019年 2020年

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2

実質GDP成長率 6.7 6.1 6.4 6.2 6.0 6.0 △6.8 3.2
　民間最終消費支出 4.4 3.5 ― ― ― ― ― ―
　国内総固定資本形成 2.8 1.9 ― ― ― ― ― ―
　財貨・サービスの純輸出 △0.5 0.7 ― ― ― ― ― ―

〔注〕四半期の伸び率は前年同期比。
〔出所〕中国統計年鑑および中国国家統計局発表より作成

　2019年の中国経済は、実質GDP成長率が6.1％で、2018年（6.7％）より0.6ポイント減速
し1990年以来29年ぶりの低水準となった。米中貿易摩擦、金融リスクの防止策など一連の経
済構造改革で、インフラ投資が低水準にとどまり、経済への下押し圧力に直面した。貿易総額は、
米中間の貿易の縮小などを受け、前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと2016年以来3年ぶりに減
少に転じた。一方対内直接投資額は、5.8％増の9,415億2,000万元（ドルベースでは2.4％増
の1,381億4,000万ドル）と過去最高を再び更新した。
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を速やかに実施するための地方債の前倒し発行がなされたが、前年から続く債務管理やプロジェクト
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〔出所〕中国統計年鑑および中国国家統計局発表より作成

　2019年の中国経済は、実質GDP成長率が6.1％で、2018年（6.7％）より0.6ポイント減速
し1990年以来29年ぶりの低水準となった。米中貿易摩擦、金融リスクの防止策など一連の経
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　輸出を品目別にみると、 1 位は引き続き鉱物性燃料であった。主に天然ガスとみられ、前年比

23.3％減の34億2,700万ドルとなった。輸出先は、タイ、中国の 2 カ国で99.5％を占めた。

　 2 位は衣類・附属品（布帛製品）で、9.3％減の34億2,500万ドルとなった。ミャンマーでは、縫製

業を中心に、原材料を外国から免税で調達し、安価な労働力を活用して加工し輸出する、CMP 

（Cutting, Making and Packing）と呼ばれる委託加工業が盛んであるが、同産業も新型コロナ禍の影

響を受けた。輸出先 1 位は日本 8 億1,500万ドル（11.1％減）であり、 2 位はスペイン 4 億700万ドル

（4.6％減）、 3 位はドイツ 3 億8,700万ドル（3.6％減）など欧州諸国が続いている。輸出額 4 位の衣

類・附属品（ニット製品）と合わせた輸出額は45億8,500万ドルとなり、衣類などの縫製品輸出額は

品目別で実質最大となった。

　輸入を品目別にみると、これも 1 位は鉱物性燃料であり、前年比26.2％減の27 億4,500万ドルとなっ

た。前年に比べ輸出入ともに減少し、引き続き輸入超過となっている。

　輸出入を国・地域別でみると、国境

を接する中国、タイが二大貿易相手国

となっている。輸出の 1 位と 2 位は前

年に引き続き中国、タイであり、天然

ガスの輸出によるものである。 3 位は

前年同様、日本であった。中国、タイ、

日本への輸出で輸出額の56.9％を占め、

輸入額は、上位 3 カ国の中国、シンガ

ポール、タイが全体の60.7％を占めた。

■ミャンマー・チャット安、中銀積極介入
　政変以降、CDMによる銀行の機能不全に伴うタンス預金の増大などにより、米国ドルおよびミャ

ンマー・チャットの流動性が著しく低下している中、ドル高・チャット安の傾向が続いている。中央

銀行の参考レートは、2021年 1 月まで 1 ドル当たり1,300チャット台で推移していたが、 9 月末には

1,900チャット台まで、チャットが下落した。こうした事態の改善に向けて、中央銀行はドル売り・

チャット買い介入を積極的に実施した。さらに、輸出業者に対して輸出代金として得た外貨のチャッ

トへの兌換を義務付ける通達を発出するなどの施策を実施している。為替レートの安定化に向けた取

表 １　ミャンマーの主要品目別輸出入＜通関ベース＞
（単位：100万ドル、％）

輸出（FOB） 輸入（CIF）
2019年 2020年 2019年 2020年
金額 金額 構成比 伸び率 金額 金額 構成比 伸び率

鉱物性燃料（天然ガス、石油）（27） 4,470 3,427 20.2 △ 23.3 鉱物性燃料（天然ガス・石油）（27） 3,719 2,745 15.3 △ 26.2
衣類・付属品（布帛製品）（62） 3,775 3,425 20.2 △ 9.3 電気機械　（85） 1,248 1,955 10.9 56.6
食用の野菜・根など（07） 974 1,249 7.4 28.3 一般機械・部品　（84） 1,734 1,756 9.8 1.3
衣類・付属品（ニット製品）（61） 1,246 1,160 6.9 △ 6.9 輸送機器（乗用車・トラックなど）　（87） 1,135 1,189 6.6 4.8
穀物（10） 1,023 1,160 6.9 13.4 鉄鋼　（72） 932 1,131 6.3 21.3
銅製品（74） 806 928 5.5 15.1 プラスチック製品（39） 817 772 4.3 △ 5.5
魚介類（03） 767 826 4.9 7.8 人造繊維の短繊維・織物　（55） 863 746 4.2 △ 13.6
原子炉、ボイラーおよび機械類（84） 173 629 3.7 262.8 動物性または植物性油脂　（15） 536 708 3.9 32.0
食用の果実およびナッツなど（08） 670 624 3.7 △ 6.8 鉄鋼製品　（73） 483 648 3.6 34.0
採油用の種および果実など（12） 400 547 3.2 36.7 医療用品（30） 560 592 3.3 5.8
合計（その他含む） 18,106 16,929 100.0 △ 6.5 合計（その他含む） 18,611 17,964 100.0 △ 3.5

〔出所〕 グローバルトレードアトラスより作成

表 2　ミャンマーの主要国・地域別輸出入＜通関ベース＞
（単位：100万ドル、％）

輸出（FOB) 輸入(CIF)
2019年 2020年 2019年 2020年
金額 金額 構成比 伸び率 金額 金額 構成比 伸び率

中国 5,754 5,376 31.8 △ 6.6 中国 6,447 6,528 36.3 1.3
タイ 3,257 3,008 17.8 △ 7.6 シンガポール 3,392 2,454 13.7 △ 27.6
日本 1,436 1,241 7.3 △ 13.6 タイ 2,196 1,927 10.7 △ 12.3
米国 835 869 5.1 4.0 インドネシア 906 1,072 6.0 18.3
シンガポール 337 697 4.1 106.6 マレーシア 945 1,011 5.6 7.0
インド 635 696 4.1 9.5 インド 702 682 3.8 △ 2.8
ドイツ 642 591 3.5 △ 7.8 ベトナム 625 588 3.3 △ 5.9
スペイン 550 528 3.1 △ 4.1 韓国 451 564 3.1 25.3
英国 536 488 2.9 △ 8.9 日本 502 552 3.1 10.0
韓国 531 438 2.6 △ 17.5 米国 347 398 2.2 14.7
合計（その他含む） 18,106 16,929 100.0 △ 6.5 合計（その他含む） 18,611 17,964 100.0 △ 3.5

〔出所〕 グローバルトレードアトラスより作成

イント縮小し5.8％）したことや、自動車販売の不振が押し下げ要因となり、前年比8.0％増と、伸び
が前年から1.0ポイント縮小した。
　インターネット小売額は16.5％増と2桁の伸びとなったものの、前年の23.9％増からは大きく減速した。
　工業生産増加額（付加価値ベース、年間売上高2,000万元以上の企業が対象）は前年比5.7％増で伸
びが前年から0.5ポイント縮小した。主要産品の工業生産量をみると、鋼材（9.8％増）、集積回路（7.2％
増）などが好調だった一方、自動車（8.0％減）などが減少した。
　雇用面をみると、都市部新規就業者数は1,352万人増（目標1,100万人以上増）、都市部登録失業率は
3.6％（目標4.5％以内）と、ともに目標を達成した。

■2020年の経済運営は雇用の安定を重視
　中国政府は新型コロナウイルス感染症と経済・貿易の不確実性が非常に高いことなどから、2020年
の経済成長率目標を設定しなかった。また、前年に続き、消費（社会消費品小売総額）、投資（全社
会固定資産投資額）の数値目標も設定しなかった。
　重点活動任務の筆頭には、「企業の安定化と雇用の保障に努める」との内容が設定され、不確実性
が高い環境の下、経済成長率よりも雇用の安定や質の高い発展を重視する姿勢がいっそう鮮明となっ
た。ちなみに、2020年第1四半期の経済成長率は新型コロナの影響を受け前年同期比6.8％減と大きく
減少したが、第2四半期は3.2％増とプラス成長を回復した。

■2020年に入りASEANが最大の貿易相手に
　2019年の中国の貿易総額は前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと、2016年以来3年ぶりに減少に転じた。
うち、輸出は0.5％増の2兆4,990億ドル、輸入は2.7％減の2兆771億ドルで、貿易収支は4,219億ドルの
黒字となった。
　貿易総額を国・地域別にみると、上位5カ国・地域は①EU28が7,053億ドル（前年比3.4％増）、②
ASEANが6,415億ドル（9.2％増）、③米国が5,414億ドル（14.5％減）、④日本が3,150億ドル（3.9％減）、
⑤香港が2,880億ドル（7.2％減）となり、米国、日本、香港が減少した一方、EU28、ASEANは増加
した。
　品目別にみると、輸出は機械・輸送設備が前年比1.0％減の1兆1,955億ドルとなり、全体に占める構
成比は47.8％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、その他電気部品は7.9％増の3,568億ドル、
電気通信、音声録音・再生設備は6.1％減の3,059億ドルとなった。輸入は、機械・輸送設備が6.3％減
の7,865億ドルとなり、輸入全体に占める構成比は37.9％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、
その他電気部品は3.6％減の4,273億ドルとなった。
　2020年上半期の貿易総額は、前年同期比6.3％減の2兆297億ドルとなった。うち、輸出は6.2％減の1
兆987億ドル、輸入は6.4％減の9,309億ドルとともに減少し、貿易収支は1,678億ドルの黒字（前年同
期比4.9％減）となった。主要国・地域との貿易をみると、上位5カ国・地域は①ASEAN2,979億ドル（2.2％
増）、②EU27が2,842億ドル（4.9％減）、③米国が2,340億ドル（9.7％減）、④日本が1,471億ドル（2.9％
減）、⑤韓国が1,316億ドル（5.8％減）と、ASEANが中国にとって最大の貿易相手となった。
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■実質GDP成長率は29年ぶりの低水準
　国家統計局によると、2019年の名目GDP（国内総生産）は99兆865億元、実質GDP成長率は6.1％で、
1990年以来29年ぶりの低水準となった。国家統計局は2019年の経済について、前年から続く米中摩擦
や政府の金融リスクの防止策（デレバレッジ）など一連の経済構造改革などの影響でインフラ投資が

低水準にとどまったことなどを挙げ、経済の下
押し圧力が依然大きいとの認識を示した。一方、
実質GDP成長率が年度目標の6.0～6.5％前後を
達成したことや、都市部調査失業率が年度目標
の5.5％前後を下回る5.2％となったことなどを
挙げ、マクロ経済の主要指標が全て目標を達成、
経済は安定的に成長したとの認識を示した。

■消費、投資ともに伸びが鈍化
　国家統計局が発表した2019年の主要経済指標をみると年度計画の目標値は達成したものの、前年比
では減速傾向が目立った。
　投資（固定資産投資総額）は前年比5.4％増で、伸びが前年から0.5ポイント縮小した。うちインフ
ラ投資は3.8％増と前年と同様の水準にとどまった。政府主導のインフラ投資拡大策がとられ、それ
を速やかに実施するための地方債の前倒し発行がなされたが、前年から続く債務管理やプロジェクト
審査の厳格化により、投資が十分に加速しなかった。民間投資は、米中摩擦の長期化による不確実性
の高まりなどを受け、4.7％増（4.0ポイント縮小）という低水準にとどまった。不動産投資は、政府
が住宅投機を許容しない姿勢を維持していることも背景に、9.9％増（0.4ポイント拡大）にとどまった。
　消費（社会消費品小売総額）は、1人当たり平均可処分所得（実質）の伸びが縮小（前年から0.7ポ

表1　中国の需要項目別実質GDP成長率
（単位：％）

2018年 2019年
2019年 2020年

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2

実質GDP成長率 6.7 6.1 6.4 6.2 6.0 6.0 △6.8 3.2
　民間最終消費支出 4.4 3.5 ― ― ― ― ― ―
　国内総固定資本形成 2.8 1.9 ― ― ― ― ― ―
　財貨・サービスの純輸出 △0.5 0.7 ― ― ― ― ― ―

〔注〕四半期の伸び率は前年同期比。
〔出所〕中国統計年鑑および中国国家統計局発表より作成

　2019年の中国経済は、実質GDP成長率が6.1％で、2018年（6.7％）より0.6ポイント減速
し1990年以来29年ぶりの低水準となった。米中貿易摩擦、金融リスクの防止策など一連の経
済構造改革で、インフラ投資が低水準にとどまり、経済への下押し圧力に直面した。貿易総額は、
米中間の貿易の縮小などを受け、前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと2016年以来3年ぶりに減
少に転じた。一方対内直接投資額は、5.8％増の9,415億2,000万元（ドルベースでは2.4％増
の1,381億4,000万ドル）と過去最高を再び更新した。

世界貿易投資動向シリーズ

中　国
2020年12月7日

海外調査部・北京事務所
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2021 （【国名】）

イント縮小し5.8％）したことや、自動車販売の不振が押し下げ要因となり、前年比8.0％増と、伸び
が前年から1.0ポイント縮小した。
　インターネット小売額は16.5％増と2桁の伸びとなったものの、前年の23.9％増からは大きく減速した。
　工業生産増加額（付加価値ベース、年間売上高2,000万元以上の企業が対象）は前年比5.7％増で伸
びが前年から0.5ポイント縮小した。主要産品の工業生産量をみると、鋼材（9.8％増）、集積回路（7.2％
増）などが好調だった一方、自動車（8.0％減）などが減少した。
　雇用面をみると、都市部新規就業者数は1,352万人増（目標1,100万人以上増）、都市部登録失業率は
3.6％（目標4.5％以内）と、ともに目標を達成した。

■2020年の経済運営は雇用の安定を重視
　中国政府は新型コロナウイルス感染症と経済・貿易の不確実性が非常に高いことなどから、2020年
の経済成長率目標を設定しなかった。また、前年に続き、消費（社会消費品小売総額）、投資（全社
会固定資産投資額）の数値目標も設定しなかった。
　重点活動任務の筆頭には、「企業の安定化と雇用の保障に努める」との内容が設定され、不確実性
が高い環境の下、経済成長率よりも雇用の安定や質の高い発展を重視する姿勢がいっそう鮮明となっ
た。ちなみに、2020年第1四半期の経済成長率は新型コロナの影響を受け前年同期比6.8％減と大きく
減少したが、第2四半期は3.2％増とプラス成長を回復した。

■2020年に入りASEANが最大の貿易相手に
　2019年の中国の貿易総額は前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと、2016年以来3年ぶりに減少に転じた。
うち、輸出は0.5％増の2兆4,990億ドル、輸入は2.7％減の2兆771億ドルで、貿易収支は4,219億ドルの
黒字となった。
　貿易総額を国・地域別にみると、上位5カ国・地域は①EU28が7,053億ドル（前年比3.4％増）、②
ASEANが6,415億ドル（9.2％増）、③米国が5,414億ドル（14.5％減）、④日本が3,150億ドル（3.9％減）、
⑤香港が2,880億ドル（7.2％減）となり、米国、日本、香港が減少した一方、EU28、ASEANは増加
した。
　品目別にみると、輸出は機械・輸送設備が前年比1.0％減の1兆1,955億ドルとなり、全体に占める構
成比は47.8％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、その他電気部品は7.9％増の3,568億ドル、
電気通信、音声録音・再生設備は6.1％減の3,059億ドルとなった。輸入は、機械・輸送設備が6.3％減
の7,865億ドルとなり、輸入全体に占める構成比は37.9％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、
その他電気部品は3.6％減の4,273億ドルとなった。
　2020年上半期の貿易総額は、前年同期比6.3％減の2兆297億ドルとなった。うち、輸出は6.2％減の1
兆987億ドル、輸入は6.4％減の9,309億ドルとともに減少し、貿易収支は1,678億ドルの黒字（前年同
期比4.9％減）となった。主要国・地域との貿易をみると、上位5カ国・地域は①ASEAN2,979億ドル（2.2％
増）、②EU27が2,842億ドル（4.9％減）、③米国が2,340億ドル（9.7％減）、④日本が1,471億ドル（2.9％
減）、⑤韓国が1,316億ドル（5.8％減）と、ASEANが中国にとって最大の貿易相手となった。
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─2─

（ミャンマー）



り組みの結果、10月末は1,700チャット台となっている。兌換の期限については、 9 月の発表当初に

4 カ月以内としていたものを10月には30日以内に短縮している。

■対内直接投資認可額、前年度を大きく下回る
　2020/21年度（2020年10月～2021年 9 月）にミャンマー投資委員会（MIC）が認可した対内直接投

資件数・金額（ティラワ経済特区除く）は前年度比83.0％減の48件、22.3％減の37億9,100万ドルとな

り、前年度を大きく下回った。投資認可国・地域は、前年度は25カ国・地域からの投資が認可された

が、14カ国・地域にまで減少している。また投資認可額は、近年のピークである2014/15年度（2014

年 4 月～2015年 3 月、注）の94億8,612万ドルの約 4 割にとどまる低調なものとなっている。

　年度当初の2020年10月は、新型コロナ感染拡大の第 2 波と重なり、ビジネス環境は大きく悪化し

た。さらに、2021年 2 月の政変による治安の悪化と経済の混乱は、外国企業の投資マインドを一層冷

え込ませた。

　政変以前の2020年10月～2021年 1 月の外国直接投資認可額は、月平均約 1 億6,800万ドルだったが、

政変以降は、 2 ～ 8 月にかけて、 3 月（ 5 億8,400万ドル）と 5 月（25億200万ドル）を除き、ゼロも

しくは1,000万ドル未満の低調な水準にとどまっていた。 9 月の新規投資認可は 3 件で合計額は2,387

万ドルだった。内訳は、中国が287万ドル、韓国が2,000万ドル、シンガポールが100万ドルで、いず

れも製造業となっている。

　2020/21年度の日本からの投資件数・金額は、 3 件（前年度 6 件）、 5 億1,900万ドル（ 1 億2,300万

ドル）となった。

■対日貿易、3年連続で黒字を維持
　2020年のミャンマーの対日輸出は前年比13.6％減の12億4,100万ドル、輸入は10.0％増の 5 億5,200万

ドルだった。対日貿易黒字は 6 億8,900万ドルで、前年から 2 億3,800ドル減少したが、 3 年連続で黒

字を維持した。品目別でみると、輸出はCMPを活用した委託加工による衣類・衣類附属品と履物が

12.8％減の10億7,200万ドルで全体の86.5％を占めた。輸入は 1 位の輸送機械が72.6％増の 1  億1,800万

ドル、 2 位の一般機械（建設機械など）が0.1％減の 1 億200万ドル、 3 位の電気機械が13.2％減の

5,900万ドルとなった。

表 4　‌�ミャンマーの業種別対内直接投資‌
＜認可ベース＞

（単位：件数、100万ドル、％）
2019／2021年度 2020／2021年度
件数 金額 件数 金額 構成比 伸び率

電力 8 1,027 6 3,121 82.3 204.0
製造業 188 1,128 27 286 7.5 △ 74.6
運輸・通信 2 300 - 134 3.5 △ 55.6
ホテル・観光業 5 53 1 81 2.1 51.9
工業団地 2 273 1 28 0.7 △ 89.7
畜産・水産業 5 138 6 20 0.5 △ 85.8
農業 3 18 2 10 0.3 △ 43.7
不動産開発 8 1,116 - 8 0.2 △ 99.3
合計（その他含む） 245 4,881 48 3,791 100.0 △ 22.3

〔注〕ティワラSEZへの投資は含まれない。
〔注〕会計年度は10月～翌年 9 月
〔出所〕ミャンマー投資企業管理局

表 3　‌�ミャンマーの国・地域別対内直接投資‌
＜認可ベース＞

（単位：件数、100万ドル、％）
2019／2020年度 2020／2021年度
件数 金額 件数 金額 構成比 伸び率

英国　 6 425 1 2,507 66.1 489.6
日本 6 123 3 519 13.7 320.2
シンガポール 20 1,859 14 429 11.3 △ 76.9
中国 102 553 15 176 4.6 △ 68.2
タイ 13 79 8 99 2.6 25.2
韓国 7 94 2 33 0.9 △ 65.4
香港 46 1,422 3 11 0.3 △ 99.2
マーシャル諸島 - 2 - 11 0.3 397.7
マレーシア 4 5 - 2 0.1 △ 60.0
ブルネイ - 13 - 1 0.0 △ 88.4
合計（その他含む） 282 4,881 48 3,791 100 △ 22.3

〔注〕ティワラSEZへの投資は含まれない。
〔注〕会計年度は10月～翌年 9 月
〔出所〕ミャンマー投資企業管理局

■実質GDP成長率は29年ぶりの低水準
　国家統計局によると、2019年の名目GDP（国内総生産）は99兆865億元、実質GDP成長率は6.1％で、
1990年以来29年ぶりの低水準となった。国家統計局は2019年の経済について、前年から続く米中摩擦
や政府の金融リスクの防止策（デレバレッジ）など一連の経済構造改革などの影響でインフラ投資が

低水準にとどまったことなどを挙げ、経済の下
押し圧力が依然大きいとの認識を示した。一方、
実質GDP成長率が年度目標の6.0～6.5％前後を
達成したことや、都市部調査失業率が年度目標
の5.5％前後を下回る5.2％となったことなどを
挙げ、マクロ経済の主要指標が全て目標を達成、
経済は安定的に成長したとの認識を示した。

■消費、投資ともに伸びが鈍化
　国家統計局が発表した2019年の主要経済指標をみると年度計画の目標値は達成したものの、前年比
では減速傾向が目立った。
　投資（固定資産投資総額）は前年比5.4％増で、伸びが前年から0.5ポイント縮小した。うちインフ
ラ投資は3.8％増と前年と同様の水準にとどまった。政府主導のインフラ投資拡大策がとられ、それ
を速やかに実施するための地方債の前倒し発行がなされたが、前年から続く債務管理やプロジェクト
審査の厳格化により、投資が十分に加速しなかった。民間投資は、米中摩擦の長期化による不確実性
の高まりなどを受け、4.7％増（4.0ポイント縮小）という低水準にとどまった。不動産投資は、政府
が住宅投機を許容しない姿勢を維持していることも背景に、9.9％増（0.4ポイント拡大）にとどまった。
　消費（社会消費品小売総額）は、1人当たり平均可処分所得（実質）の伸びが縮小（前年から0.7ポ

表1　中国の需要項目別実質GDP成長率
（単位：％）

2018年 2019年
2019年 2020年

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2

実質GDP成長率 6.7 6.1 6.4 6.2 6.0 6.0 △6.8 3.2
　民間最終消費支出 4.4 3.5 ― ― ― ― ― ―
　国内総固定資本形成 2.8 1.9 ― ― ― ― ― ―
　財貨・サービスの純輸出 △0.5 0.7 ― ― ― ― ― ―

〔注〕四半期の伸び率は前年同期比。
〔出所〕中国統計年鑑および中国国家統計局発表より作成

　2019年の中国経済は、実質GDP成長率が6.1％で、2018年（6.7％）より0.6ポイント減速
し1990年以来29年ぶりの低水準となった。米中貿易摩擦、金融リスクの防止策など一連の経
済構造改革で、インフラ投資が低水準にとどまり、経済への下押し圧力に直面した。貿易総額は、
米中間の貿易の縮小などを受け、前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと2016年以来3年ぶりに減
少に転じた。一方対内直接投資額は、5.8％増の9,415億2,000万元（ドルベースでは2.4％増
の1,381億4,000万ドル）と過去最高を再び更新した。
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■実質GDP成長率は29年ぶりの低水準
　国家統計局によると、2019年の名目GDP（国内総生産）は99兆865億元、実質GDP成長率は6.1％で、
1990年以来29年ぶりの低水準となった。国家統計局は2019年の経済について、前年から続く米中摩擦
や政府の金融リスクの防止策（デレバレッジ）など一連の経済構造改革などの影響でインフラ投資が

低水準にとどまったことなどを挙げ、経済の下
押し圧力が依然大きいとの認識を示した。一方、
実質GDP成長率が年度目標の6.0～6.5％前後を
達成したことや、都市部調査失業率が年度目標
の5.5％前後を下回る5.2％となったことなどを
挙げ、マクロ経済の主要指標が全て目標を達成、
経済は安定的に成長したとの認識を示した。

■消費、投資ともに伸びが鈍化
　国家統計局が発表した2019年の主要経済指標をみると年度計画の目標値は達成したものの、前年比
では減速傾向が目立った。
　投資（固定資産投資総額）は前年比5.4％増で、伸びが前年から0.5ポイント縮小した。うちインフ
ラ投資は3.8％増と前年と同様の水準にとどまった。政府主導のインフラ投資拡大策がとられ、それ
を速やかに実施するための地方債の前倒し発行がなされたが、前年から続く債務管理やプロジェクト
審査の厳格化により、投資が十分に加速しなかった。民間投資は、米中摩擦の長期化による不確実性
の高まりなどを受け、4.7％増（4.0ポイント縮小）という低水準にとどまった。不動産投資は、政府
が住宅投機を許容しない姿勢を維持していることも背景に、9.9％増（0.4ポイント拡大）にとどまった。
　消費（社会消費品小売総額）は、1人当たり平均可処分所得（実質）の伸びが縮小（前年から0.7ポ
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（注）‌�ミャンマーでは従来、会計年度は 4 月から翌年 3 月までであったが、2018年に会計年度の変更

があり、移行期間として半年間の2018年度（2018年 4 月～ 9 月）を挟んで，2018/19年度からは

10月～翌 9 月となった。

主要経済指標
①人口：5,114万人（2019年） 2018年 2019年 2020年
②面積：67万6,578km 2 ④実質GDP成長率（％） 6.4 6.8 3.2
③１人当たりGDP：1,527(2020年）
　（2020年）

⑤消費者物価上昇率（％） 5.9 8.6 5.7
⑥失業率（％） 0.8 2.7 n.a.
⑦貿易収支（100万米ドル） 2,659 △505 △1,035
⑧経常収支（100万米ドル） △ 3,139 △ 1,945 △ 2,793
⑨外貨準備高（100万米ドル） 5,347 5,468 7,228
⑩対外債務残高（100万米ドル） 10,685 11,114 n.a.
⑪‌�為替レート（ １ 米ドルにつき、

チャット、年平均） 1,430 1,518 1,382

〔注〕 ‌�④⑤は会計年度（前年10月～9月）の数値（※2018年が2017/18年度、2019年が2018/19年度、2020年が
2019/2020年度）					   
③の数値および⑧の2020年の数値は推定値					   

〔出所〕 ‌�①：ミャンマー入国管理・人口省、②：ミャンマー中央統計局、③～⑤、⑧、⑨：IMF、⑥、⑩、⑪：ADB、⑦：グ
ローバルトレードアトラス					   

（お問い合わせ先）

海外調査部　アジア大洋州課 

ORF@jetro.go.jp

イント縮小し5.8％）したことや、自動車販売の不振が押し下げ要因となり、前年比8.0％増と、伸び
が前年から1.0ポイント縮小した。
　インターネット小売額は16.5％増と2桁の伸びとなったものの、前年の23.9％増からは大きく減速した。
　工業生産増加額（付加価値ベース、年間売上高2,000万元以上の企業が対象）は前年比5.7％増で伸
びが前年から0.5ポイント縮小した。主要産品の工業生産量をみると、鋼材（9.8％増）、集積回路（7.2％
増）などが好調だった一方、自動車（8.0％減）などが減少した。
　雇用面をみると、都市部新規就業者数は1,352万人増（目標1,100万人以上増）、都市部登録失業率は
3.6％（目標4.5％以内）と、ともに目標を達成した。

■2020年の経済運営は雇用の安定を重視
　中国政府は新型コロナウイルス感染症と経済・貿易の不確実性が非常に高いことなどから、2020年
の経済成長率目標を設定しなかった。また、前年に続き、消費（社会消費品小売総額）、投資（全社
会固定資産投資額）の数値目標も設定しなかった。
　重点活動任務の筆頭には、「企業の安定化と雇用の保障に努める」との内容が設定され、不確実性
が高い環境の下、経済成長率よりも雇用の安定や質の高い発展を重視する姿勢がいっそう鮮明となっ
た。ちなみに、2020年第1四半期の経済成長率は新型コロナの影響を受け前年同期比6.8％減と大きく
減少したが、第2四半期は3.2％増とプラス成長を回復した。

■2020年に入りASEANが最大の貿易相手に
　2019年の中国の貿易総額は前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと、2016年以来3年ぶりに減少に転じた。
うち、輸出は0.5％増の2兆4,990億ドル、輸入は2.7％減の2兆771億ドルで、貿易収支は4,219億ドルの
黒字となった。
　貿易総額を国・地域別にみると、上位5カ国・地域は①EU28が7,053億ドル（前年比3.4％増）、②
ASEANが6,415億ドル（9.2％増）、③米国が5,414億ドル（14.5％減）、④日本が3,150億ドル（3.9％減）、
⑤香港が2,880億ドル（7.2％減）となり、米国、日本、香港が減少した一方、EU28、ASEANは増加
した。
　品目別にみると、輸出は機械・輸送設備が前年比1.0％減の1兆1,955億ドルとなり、全体に占める構
成比は47.8％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、その他電気部品は7.9％増の3,568億ドル、
電気通信、音声録音・再生設備は6.1％減の3,059億ドルとなった。輸入は、機械・輸送設備が6.3％減
の7,865億ドルとなり、輸入全体に占める構成比は37.9％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、
その他電気部品は3.6％減の4,273億ドルとなった。
　2020年上半期の貿易総額は、前年同期比6.3％減の2兆297億ドルとなった。うち、輸出は6.2％減の1
兆987億ドル、輸入は6.4％減の9,309億ドルとともに減少し、貿易収支は1,678億ドルの黒字（前年同
期比4.9％減）となった。主要国・地域との貿易をみると、上位5カ国・地域は①ASEAN2,979億ドル（2.2％
増）、②EU27が2,842億ドル（4.9％減）、③米国が2,340億ドル（9.7％減）、④日本が1,471億ドル（2.9％
減）、⑤韓国が1,316億ドル（5.8％減）と、ASEANが中国にとって最大の貿易相手となった。
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